
項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

成果指標の目標値を達成してお
り、支援講師を必要としている学校
のニーズに答え、一定の成果が挙
げられていると考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 710,006

A

H28年度に改善した点

無 無

687,565 ①対象園

②対象人数

③

就園率

幼児教育の振興を図るため、就園率を目標値と
したものである。また、幼稚園が共働き世帯の選
択肢の一つになることは、待機児童解消の一助
になるとも考えている。

国の幼児教育無償化に向けた取組として、
補助単価が増額されたことにより、補助単
価を増額した。

就園率については、全国平均で４８．５％(平成２
８年度）となっていて、減少傾向にあるが、当市に
おいても減少傾向にあるため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
所沢市私立幼稚園等就園奨励費補助金交付要綱

712,688 669,314

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目的：私立幼稚園等の保育料の減免を行うことで、
園児の就園を奨励するものである。
具体的な内容：実施方法としては、①私立幼稚園等
が在園児の保護者から調書の提出を受けて市へ提
出する。　②市は提出された調書をもとに減免額を
判定し園に通知する。③園は、通知額に基づき保育
料の減免を行い、市に補助申請を行う。④市は、減
免額に応じて幼稚園へ補助金を支給する。
■対象：　所沢市に在住する3・4・5歳児が在園して
いる世帯（減免額35,000円～343,000円・当該年度の
市民税所得割課税額及び世帯構成で額が異なる）

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 67% 60%

4,070千円 臨時職員 0.10 人
①５７園

②４，７１７人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

本事業は、幼児教育の振興を図るための
事業として寄与する部分が大きく、また、国
庫補助金に基づく事業であるため、今後も
継続して実施していく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

63% 59%

0.53 人 0.00 人 H29年度目標

4,545 千円 臨時職員 0.23 人 63%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,100

S

H28年度に改善した点

無 無

2,064 ①事業実施園

②

③

事業実施園
市内の対象施設すべてに実施してもらうことを目
標とする。 特になし

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市私立幼稚園健康管理・環境整備事業補助金
交付要綱

2,146 2,121

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内の私立幼稚園に在園する幼稚園児の健康管理
及びこれらの幼稚園の環境整備に要する経費の一
部を補助することにより幼児教育の振興を図ることを
目的とするものである。
具体的には、幼稚園に在園する園児に対する健康
診断その他の健康管理事業を行う医師等に支払っ
た報酬及び幼稚園の水質検査その他の環境整備事
業を行う薬剤師に支払った報酬の１/2の額で10万円
を限度として支給する。所沢市私立幼稚園健康管
理・環境整備事業補助金交付申請書による申請に
基づき実施する。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 21園 21園

2,078千円 臨時職員 0.05 人
①２１園

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も経費の一部を補助することにより、
園児の健康管理が円滑に行われることが
期待される。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

21園 21園

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,259 千円 臨時職員 0.03 人 21園

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,800

A

H28年度に改善した点

無 無

16,355 ①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

満足度

学校の課題解決、クリエイト研究校等、積極的な
教育活動を展開するために教員を必要とする学
校に配置しているが、本来目的である学力向上
に効果的であったか検証するため。

昨年度の配置人数から2名増員し、配置校
において、きめ細かな指導が可能になり、
学力向上に貢献した。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市学力向上支援講師設置要綱 21,000 20,023

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う
時間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させること
によって児童生徒の学力向上を図る。

0.20 人
非常勤
特別職

8.00 人 100% 100%

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①１０人

②小学校４校、中学校６校

③

H28年度目標 H28実績

よりきめ細かな指導を実現するために効果
を検証し、財政状況をみながら事業拡大を
図っていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 100%

0.40 人
非常勤
特別職

10.00 人 H29年度目標

3,430 千円 臨時職員 0.00 人 100%

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

学校
教育
課

こど
も支
援課

幼稚園就園奨励
事業

期間

実施計画ランク

　　　S25　～

S60年度　～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

私立幼稚園健康
管理・環境整備補
助事業

期間

H２５年度　～

実施計画ランク

最優先

学力向上支援講
師配置事業

期間

～

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,303千円 7,022千円 ①支給延べ人数

②支給金額

③

支給延べ人数
条例で定められている定員数になるまで申請者
数が増えるよう努める。 申請書等の見直しを行い、口座振替依頼

書の様式を記入しやすいように変更した。

奨学金事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市育英奨学金条例、所沢市遺児奨学金条例 7,958千円 6,756千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

高等学校等に在学し経済的理由により修学困難な
生徒に対し育英奨学金を、また不慮の災難等により
保護者を失い、経済的困難な生徒に対し遺児奨学
金を支給し、勉学の機会を与え、有能な人材を育成
することを目的とする。
支給額：月額5,000円

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,680人 1,401人

申請者数は増加しているものの、審査の結果、
却下者数も増加しているため。

3,724千円 臨時職員 0.00 人 ①1,330人

②6,650千円

③

H28年度目標 H28実績 経済的負担の大きい家庭の成績優秀な高
校生に対し、勉学の機会を与えるのに必要
な制度であり、本奨学金の支給により生徒
の能力を伸ばし、将来はその能力を社会に
還元することができるよう、今後も制度を広
く周知させ、事業を継続していきたい。

B

成果指標の達成率によりB評価と
なっている。奨学金支給制度につ
いては、支給条件を満たすことが必
要であり、周知の際には制度の内
容が分かりやすい案内を作成し、よ
り多くの方に申請していただけるよ
う努めていく。

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,680人 1,330人

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,401 千円 臨時職員 0.06 人 1,680人

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。

無 無

非常勤
特別職

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、園児の健康管理等について、
一定の成果が上げられていると考
えている。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、学習支援員を全小・中学校に
1人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

目標値の9割は達成しているもの
の、昨年度の実績を下回っている
ため、更なる改善が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してい
る。研究委託校が1年間の研究成
果を発表し、委員会において、市内
外において高い評価を受けており、
一定の成果が挙げられていると考
えている。

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、通常学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助など
の支援が適切に行われ、一定の成
果をあげていると考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,349

A

H28年度に改善した点

無 無

5,194 ①小・中連携支援員配置校数

②研究委託校数

③

研究委託校における検証結果（研究報告書か
ら）

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校の
割合を指標としている。

3年に1回の見直しを行っている事業のた
め、平成28年度は特になし。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 5,392 5,275

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総が
かりで市内児童生徒の学力向上を図る。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

7,794千円 臨時職員 3.00 人 ①３校

②２０校

③

H28年度目標 H28実績

児童生徒全員の家庭学習の習慣化と家読
（うちどく）の充実を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 100%

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

8,146 千円 臨時職員 3.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,677

A

H28年度に改善した点

無 無

66,420 ①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

満足度※心身障害児介助員についてはH28より
教育総務課から事務移管された。満足度はH28
は特別支援教育支援員と心身障害児介助員の
平均値としているが、H27は特別支援教育支援
員のみである。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

特別支援教育支援員については、昨年に
引き続き研修の実施等で資質の向上を
図った。心身障害児介助員については、特
別支援学級の増設に伴い、配置人数の拡
大をした。

任用１年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 75,049 68,569

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については
特別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級で
の支援を行う。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 98%

7,794千円 臨時職員 97.00 人 ①50人

②50人

③

H28年度目標 H28実績 通常学級において個別の支援が必要な児
童生徒や、特別支援学級において介助の
必要な児童生徒が増加しており、今後も教
育的ニーズに応じた指導の充実を図るた
め、事業を拡大していく。また研修会等の
内容を充実させ、教員の資質向上を図って
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 93%

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,718 千円 臨時職員 100.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,180

A

H28年度に改善した点

無 無

43,291 ①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度
学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあたっ
て、学校からの評価や教科等の希望を参
考に配置することにより、児童生徒へのよ
り充実した支援を行うことができた。

任用１年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 45,800 43,865

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応
じた指導の充実を図る事を目的として、学校の実情
に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

5,196千円 臨時職員 47.00 人 ①47人

②35,236時間

③

H28年度目標 H28実績

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるため、財政状況を見ながら増員配
置等により事業を拡大していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 95.70%

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 47.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,491

A

H28年度に改善した点

無 無

5,466 ①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

教科書に合わせた学びノートの改定と、児
童生徒が授業の中で有効に活用できるよう
周知した。コバトン問題集の周知と活用を
促した。

国語において上位層の伸びが少ない傾向があ
る。小4から中1まで書く能力が県平均を下回って
いる。算数の「量と測定」において平均が下回っ
ているため。英語においては「書くこと」「外国語
表現の能力」についての正答率が低い。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 6,224 6,204

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる
事を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自のドリル（学びノート）を作成し、全児童生
徒に配布し、学校や家庭で活用する。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 67.50% 65.80%

3,031千円 臨時職員 0.00 人 ①15,913人

②7,992人

③

H28年度目標 H28実績
学びノート及びコバトン問題集の活用を積
極的に促す。「学び創造アクティブプラン」
における授業改善と家庭学習の充実につ
いて、今回の結果を踏まえた取組を促して
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

67.50% 63.40%

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,145 千円 臨時職員 0.00 人 67.50%

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

最優先

「学び創造アクティ
ブプラン」学力向
上推進事業

期間

～

実施計画ランク

優先

特別支援教育支
援員配置事業

期間

～

実施計画ランク

優先

学習支援員配置
事業

期間

～

実施計画ランク

重要

確かな学力定着
事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

省エネ運動の取組について、中学
校では７３％であるのに対し、小学
校では４３％であった。エネルギー
について、太陽光発電の学習を
行っているが、省エネの取り組みま
で踏み込んでいなかった。太陽光
発電は省エネにつながるものであ
るので、今後小学校での取組を多く
できるものであると考える。

市、学校等での報告会やパネル展
示等で体験を他の生徒へ広げるこ
とができたと考えられるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値をほぼ達成して
いる。進路・キャリア教育の一環と
して行っており、実施後の生徒の感
想にも、自分の生き方を主体的に
考えることに有意義であったという
ことがあったことから、一定の成果
があったものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150

A

H28年度に改善した点

無 無

150 ①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学校在籍
人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 職場体験の受け入れ先の確保、拡大。

不登校傾向の生徒や、体験当日の体調不良等
により実施できなかった生徒がいたため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 150 150

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、２～３日間の職場
体験を行うことで、生徒の自己理解を深めるととも
に、望ましい職業観、勤労観を育む。

非常勤
特別職

0.00 人 100% 98.30%

0千円 臨時職員 0.00 人 ①2,557人

②719事業所

③

H28年度目標 H28実績

今後の取組にあたっては、さらに職場体験
の受け入れ先を拡大することが課題であ
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 97.80%

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

B

H28年度に改善した点

無 無

0 ①省エネ運動の取組

②資源循環の取組

③

地球にやさしい学校の取組において、省エネ運
動、資源循環についての各校取組状況

学校の行う環境配慮活動について、省エネ運
動、資源循環の取組を指標とする。なお、平成２
７年度で環境ＩＳＯの取組は終了し、平成２８年度
より地球にやさしい学校の取組に移行された。こ
のことにより、指標及び項目を改めた。

「学校版環境ＩＳＯ」の取組から「地球にやさ
しい学校」に移行した。それにより、取組内
容、実施方法についての見直しを行い、実
施した。今後、実施項目の目標達成ができ
るように努めていきたい。

取組内容、実施方法の変更により、指標及び項
目を改めた。
エネルギーについては、太陽光発電から学ぶ取
組をしている小学校が多くあり、省エネ運動まで
つながっていなかったことが原因と考えられる。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を
通して、環境に配慮した学校づくりを進める。
全小・中学校が主体的に省エネ運動、資源循環等
の取り組みを実施した。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①５３．６％

②９７．８％

③

H28年度目標 H28実績

子どもたちが主体的に省エネ運動を行うこ
とができるように啓発する。
太陽光発電の学習を省エネにつながって
いることを意識した取組を行っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85% 75.7%

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 90%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,783

A

H28年度に改善した点

無 無

5,098 ①派遣中学生数

②派遣率

③

報告会回数
参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要と考えて
いるため報告会を指標としている。

報告会の内容を充実させるため、事前研修
会から報告会を見据えて研修会にのぞむ
ように指導・支援を行った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 6,259 4,935

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派
遣し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通
して、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 17 17

2,165千円 臨時職員 0.00 人 ①30人

②0.37人

③

H28年度目標 H28実績
毎年、報告会において派遣生徒の経験を
伝えることができているが、さらに報告会に
工夫・改善をし、更なる内容の充実が必要
と考える。
また、成果指標の見直しを検討していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

17 17

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,001 千円 臨時職員 0.00 人 17

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 340

B

H28年度に改善した点

無 無

340
①研修会参加者数

②教育インターンシップ
ステップアップ調査アンケート結果（中学1年・2年
次4月、中学3年次6月）

アンケートの結果で、授業が「よくわかる」と「大
体わかる」の合計を指標とする。

　学習指導要領改訂の方向性を踏まえ、文
部科学省教科調査官を招聘し、教科化され
る道徳や小学校の外国語活動についての
実践的な研修会を実施した。また、大妻女
子大学樺山敏郎氏を招聘し、主体的・協働
的な学びの実現を図る授業改善について
の講演会を実施した。

　アンケート結果を見ると、学年が上がるごとに
「よくわかる」「大体わかる」と回答した割合が減
少している。
　教職員は日頃から指導方法等について工夫改
善を図っているが、学習の難易度が上がっていく
ことから、「難しい」と感じる児童生徒が増加し、
目標値が未達成であったと考える。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 98,497 93,501

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本
の習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判
断力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実の
ための人的支援を行う。
【内容】①学び創造プランの研究委託校の校内研修
をサポートし、学力向上の研修実施②今日的な教育
課題である道徳や小学校外国語活動等の指導力向
上の研修実施

0.86 人
非常勤
特別職

0.00 人 70 53

7,448千円 臨時職員 0.00 人
①    730人

②　 　　4校

H28年度目標 H28実績 　若手教員が急増しており、ベテラン教員
から学ぶ校内研修やOJTの支援体制の充
実を図る。学力調査等を分析し、学校課題
解決に直結する研修を推進するため、大学
教授等第一線の指導者から学ぶ研究員制
度を継続し、先進的な取組を市内に広めて
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

70 58

1.14 人
非常勤
特別職

25.00 人 H29年度目標

9,776 千円 臨時職員 0.00 人 70

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

教育
セン
ター

実施計画ランク

重要

中学生社会体験
チャレンジ事業

期間

～

実施計画ランク

重要

地球にやさしい学
校づくり推進事業

期間

～

実施計画ランク

重要

中学生海外文化
交流派遣事業

期間

～

実施計画ランク

重要

学力向上推進事
業

期間

H14年度～

　所沢市教育委員会が行っている
「学び創造プラン」に基づき、研究
委託校の校内研修をサポートする
「学び創造プラン研究校支援研修」
を新設した。
　児童生徒の学力向上のために
は、教員の資質向上が不可欠であ
るため、参加体験型研修（ワーク
ショップ）や授業研究会を実施し、
授業改善への具体的な手立てを学
べるよう研修内容の充実を図った。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

　例年ある程度の成果は出ている
が、目標設定値をやや下回ってい
る。
　今後、学校では、美術の授業の
時間に名画をもっと活用するなどよ
り一層名画鑑賞の機会を増やす必
要がある。

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、授業や休み時間に活用で
きていない学校が見られる。
今後は、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放の必
要性、学校図書館日誌等での記録
を確実に残すことを研修会におい
て指導していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40,187

A

H28年度に改善した点

無 無

38,678
①ICT関連の研修会参加人数

対象者アンケート
「よかった」の回答数／アンケート回答数　を指標
とする。

　平成28年度から導入された校務支援シス
テムが各学校で効果的に活用されるよう校
長・教頭・教務主任、情報教育担当を対象
とした研修を実施した。
　当システムにより、各校で出席簿や学校
日誌の作成等に効果的に活用されてい
た。

　アンケートの内容については、「よかった」が多
かったが、研修会場のパソコン台数に限りがあっ
たり、開催日時に出張しづらかったりしたため、１
００％には至らなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 24,079 4,844

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】情報社会、国際社会を生き抜ける力とICT機
器を効果的に活用し、生活向上を目指す児童生徒
の育成を図る。
【内容】①電子黒板、デジタル教科書、インターネッ
ト、教育用ソフト等を活用した調査・研究②大学教授
の指導のもと、ICT活用教育の調査・研究③教職員
のための「ICT活用研修会」等の企画・運営

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 99

3,897千円 臨時職員 0.00 人
①　　324人

H28年度目標 H28実績 　教育環境の質の向上、教育の業務効率
化、セキュリティ対策の向上を図るため、所
沢市教育情報化推進計画にある行動計画
等の実現に向けて、教育委員会ＩＣＴ担当
者会で検討した。今後も、計画的・継続的
に授業用ＩＣＴ、校務用ＩＣＴ等の整備に努め
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 94

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,431 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,305

A

H28年度に改善した点

無 無

11,252
①英語サロン参加者数

研修会参加者数
参加者アンケート「満足・やや満足」と回答した割
合

　英語サロンの内容を検討し、外国語活動
支援員やＡＥＴとの情報共有についての内
容も取り入れた。日々の授業を行う上での
指導方法や「英語学びノートＤＶＤ」を活用
するなど、内容の更なる充実を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 12,268 11,572

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語活動支援員を派遣し、担任が
行う外国語活動の授業を支援するとともに、外国語
活動の充実を図る。

【内容】小学校外国語活動支援員（16名）を市内32
校に派遣し、5・6年生すべての外国語活動の時間に
配置している。

0.33 人
非常勤
特別職

3.00 人 95 100

2,858千円 臨時職員 16.00 人
①　　　68人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 　TEA-Planに基づいて小学校英語教育の
早期化、教科化に備え、国の動向を踏まえ
ながら、小学校教員の資質向上と小・中学
校の連携を図るための研修会を実施する。
幅広く教員を参加させ、各校１名の専門性
をもった中核教員を育成することを目指
す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

95 100

0.25 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 16.00 人 95

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,455

B

H28年度に改善した点

無 無

18,898 ①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1日の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用人数
学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

小学校の学校司書を2名増員し、一人２校
を受け持ち、小学校4校に配置した。
学校司書研修会を年間３回開催し、学校司
書の資質の向上を図ることができた。

利用人数の増加が見られる学校数は増えてきて
いるが、来館者数が少ない学校が数校あること
が原因と考える。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校図書館法 22,260 21,033

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図
るため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方
針に基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 150人 69人

1,732千円 臨時職員 23.00 人 ①13,312冊

②71.3人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 学校司書は、学校図書館の利用の一層の
促進に効果をあげていることから、改正学
校図書館の趣旨を踏まえ、全校配置を目
指す。
学校司書の研修会を学校図書館主任研修
会と合同で開催し、学校図書館運営の更な
る充実を目指す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

120人 71人

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,573 千円 臨時職員 25.00 人 100人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 221

B

H28年度に改善した点

無 無

224 ①巡回校数

②巡回作品数

③

児童・生徒の関心度

児童・生徒の美術を愛好する心を育てる事を目
的としているため、児童・生徒の名画への関心度
を指標とする。
（※アンケートで名画が掲示されていることを知っ
ていたと回答した児童・生徒の割合）

一部の学校において、授業で名画を使用
するようになった。

掲示の順番がきたからと掲示しているだけの学
校では、児童・生徒に十分な周知が図られないこ
ともあるため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 250 224

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確
保し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 90% 70%

433千円 臨時職員 0.00 人 ①47校

②82点

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

児童・生徒の名画への関心を高めるため、
一部の学校だけでなく、名画を授業で使用
してもらうように促す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80% 70%

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

429 千円 臨時職員 0.00 人 80%

教育
セン
ター

教育
セン
ター

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

重要

ＩＣＴ推進事業

期間

H元年～

実施計画ランク

重要

小学校外国語活
動推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

優先

学校司書配置事
業（小・中学校）

期間

～

実施計画ランク

重要

複製名画巡回事
業

期間

～

　児童生徒に情報モラルも含めた
情報活用能力を育成するため、小
中学校教員等を対象とするタブレッ
ト型パソコン活用研修会、情報モラ
ル研修会、校務支援システム活用
研修会等を通じて、学校がより積極
的にＩＣＴを活用した教育活動や情
報発信ができるよう努めた。

　教員や小学校外国語活動支援員
を対象とした研修会「英語サロン」
を年3回実施し、指導主事やAETか
ら授業ですぐに使える実践の紹介
や、国の動向についての情報提供
を行った。
　アンケートでは「大変よかった」
「よかった」の回答が100％であっ
た。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

　道徳の教科化に向け、文部科学
省教科調査官を講師に迎え「特別
の教科道徳」の特質についての理
解を促す講演会を実施した。
　3つの研修会では、特に若手教員
の指導力向上のため、2年次教員
などにも広く周知し、実際の学級経
営等に生きる指導方法などについ
て学ぶ研修会とした。

児童生徒の状況によってすべての
児童生徒が取り組めてはいない
が、全ての小・中学校において取り
組んでおり、人権教育の実践の機
会の一つとなっている。

目標がほぼ達成できている。
　今後、いじめの解消率の定義が
変わってくるが、引き続き解消率の
向上に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標が達成できている。
今後も丁寧な相談を進め、保護者
との合意形成に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 260

A

H28年度に改善した点

無 無

268 ①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

作文及び標語の応募割合の平均
学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校からの人権に関する
作文・標語の応募割合を指標とする。

人権教育の実践の機会として作文や標語
づくりが生かせるよう、各小・中学校に、積
極的に呼びかけを行い、対象児童生徒全
員が取り組めるようにした。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 268 268

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社旗教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 99%

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①９８％

②９８．７％

③

H28年度目標 H28実績

人権作文集の授業での利用や、人権標語
の校内掲示等を促し、取組結果の更なる活
用を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

98% 98%

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,286 千円 臨時職員 0.00 人 98%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,034

A

H28年度に改善した点

無 無

2,735 ①就学相談票提出数

②面談・観察の回数
就学支援委員会の判断どおりに就学した児童生
徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学委員
会の判断どおりに就学した児童生徒の割合を指
標とする。

保護者の教育的ニーズの多様化や200件
を越す相談に対応するため、H28年度より
就学支援委員を57名から70名に、就学支
援相談員（非常勤特別職）を2名から3名に
それぞれ増員し、円滑に相談を進めること
ができた。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,139 3,749

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護
者からの申込により、障害のある児童生徒の保護者
とともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

0.65 人
非常勤
特別職

2.00 人 70% 72%

5,629千円 臨時職員 0.00 人 ①２２５

②４４０

H28年度目標 H28実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な情
報を提供し、本人・保護者が自ら適切な学
習環境を選択できるようにする必要があ
る。就学支援委員の研修を充実させ、より
適切な相談体制を構築する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

75% 78%

0.80 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 0.00 人 75%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,714

A

H28年度に改善した点

無 無

45,056 ①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談率

いじめの解消率

本事業が、いじめ、不登校、犯罪被害、非行問題
等の課題に対する支援と児童生徒の健全育成を
目的とするため、その中でもいじめの解消率を指
標とする。

平成27年度中に設置された「所沢市いじめ
問題対策委員会」が、平成27年度に1回開
催され、平成28年度は、3回開催された。
委員会においては、いじめの未然防止や、
いじめが起こった場合の対応について協議
が行われた。

いじめの解消率が100%に満たないものについて
は、年度末にいじめが認知されたものであり、全
て解消するまで対応し、見届けを行っている。
また、重大事態は、発生していない。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委
員会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

49,709 45,951

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

いじめ、非行問題傾向、怠学による不登校、引きこも
り、発達障害など、個々の児童生徒に応じた指導・
援助を行う。・大学との連携により、大学院生を相談
員として学校に派遣し、児童生徒の心理面の把握な
ど相談室登校の教室復帰を支援。・非行問題行動
や犯罪被害の未然防止・関係機関との連携による
学校や家庭への支援

0.45 人
非常勤
特別職

3.00 人 100% 96%

3,897千円 臨時職員 32.00 人 ①515件

②16,316件

H28年度目標 H28実績 いじめ、不登校につき、今後も減少に向け
未然防止や早期発見・早期解決を図り、児
童生徒、保護者、学校、教職員の支援を進
めていく。
今後も研修会等を通して、学校の生徒指導
体制や教育相談体制の充実と生徒指導主
任や相談員の資質の向上を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 91%

0.80 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 32.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 325

A

H28年度に改善した点

無 無

323
①研修会参加者数

参加者アンケート
研修会の内容（満足度）について「大変良かっ
た・良かった」の件数

　豊かな心を育成するために、道徳、特別
活動、人権教育など最先端の研究をしてい
る講師から学ぶ研修会を実施した。
　特に、道徳の教科化に向け、文部科学省
教科調査官を講師に迎えた講演会を実施
した。

　「授業実践に役立つ研修会であった」といった
感想が大半であったが、参加者のライフステージ
が様々であったため、講演の内容等が難しいと
感じた若手教員もおり、１００％には至らなかっ
た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 75 3

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。

【内容】3つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳の時間の教科化に向けた
研修会③学級活動スキルアップ研修会

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 98

5,196千円 臨時職員 0.00 人
①　　220人

H28年度目標 H28実績 　豊かな心の育成は、今後一層の充実を
図っていく必要のある分野である。道徳の
教科化や人権教育の推進に向け、各学校
で道徳教育推進教師や特別活動主任、人
権教育主任などを中心に、学校全体で組
織的に取り組んでいけるよう、今後も充実
した取組を進めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 96

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 0.00 人 100

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

教育
セン
ター

実施計画ランク

重要

学校人権教育啓
発資料発行事業

期間

～

実施計画ランク

優先

就学相談事業

期間

～

実施計画ランク

重要

健やか輝き支援
事業

期間

～

実施計画ランク

重要

豊かな心育成支
援事業

期間

H24年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

　目的については、 次の2点から、
成果が出ている。①全相談の76％
が終結若しくは改善している。②教
育支援センター「クウェスト」では、
「学校とのつながり」が持てる児童
生徒の割合は、32％（入室前）から
62％（入室後）に増加した。
　目標については、左記の通り、や
や下回ったが、実績と目標の差
（487）が、目標（8,000）の1割未満
なので、ほほ達成とみることができ
る。
　以上より、目的・目標に達してい
ると考え、総合評価をＡとした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市のスポーツ資源を活用し、
体力向上や運動好きな子どもを育
成することは、有意義であると考え
る。特に課題である「投力」につい
ては、専門的な指導者から指導を
受ける中で、体を動かして遊ぶ楽し
さが子どものみならず、参加する保
護者にも味わっていただけることか
ら、今後も推進する必要がある。今
後も地域のスポーツ団体や学校と
連携し、運動好きな子どもを育成す
ること。

本市の児童生徒の体力は堅調に
推移している。今後も家庭・地域と
の連携を深め、運動好きな児童生
徒を育成する機会ととらえ、推進し
ていく必要がある。本事業で作成さ
れている学習カードや指導の流れ
は、小中学校教員への具体的な取
り組み例として有効活用されてい
る。今後も児童生徒の実態に即し、
よりよい指導方法の研究が必要で
ある。

学習指導要領の趣旨に基づいた実
技伝達講習会の充実で、教師の指
導力の向上を図っている。
親善水泳記録会や親善体育大会
等の充実で、児童の体力向上を図
り、運動好きな児童の育成を図るこ
の事業の役割は大きい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,667

A

H28年度に改善した点

無 無

29,245 ①面接相談

②電話相談・子ども電話相談

③園・学校巡回教育相談

相談対応件数 相談可能数に対しての対応件数

　訪問相談（ふれあい相談室、不登校対
策、スクールソーシャルワーカー）におい
て、学校が教育相談を組織的に推進できる
ように助言や支援をした。
　児童生徒の長期欠席日数に注意を払うこ
とにより、各学校の不登校対策に係る意識
が高まった。

　H28年度中、各学校を訪問し、教育相談体制が
充実するように助言したことが功を奏した。H27年
度より相談件数が減少した。目標値を達成する
には、市内全小・中学校の教育相談体制の一層
の充実が不可欠である。
　H29年度は、各学校が「予防的取組」と「早期対
応」について組織的に取り組めるよう、具体的に
指導・助言していく。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

教育センター主任相談員設置要綱など 30,927 29,116

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、子どもの教育上の諸問題
に関しての相談を受け、その解決のための支援を行
う。
【内容】研修会、研究活動、電話相談・子ども電話相
談、面接相談、園・学校巡回相談、訪問相談(不登校
対策、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」。

1.80 人
非常勤
特別職

10.00 人 8,000以下 8,794

15,588千円 臨時職員 0.00 人 ①4,110回

②3,818回

③　559件

H28年度目標 H28実績 　「組織的な不登校支援」ができるように①
不登校予防研修会を管理職等を対象に実
施②ふれあい相談員研修会及び相談室訪
問の充実③スクールソーシャルワーカーの
有効活用④報告書による不登校状況の把
握及び支援訪問の充実⑤教育支援セン
ター「クウェスト」の充実を図る

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8,000以下 8,487

3.07 人
非常勤
特別職

10.00 人 H29年度目標

26,325 千円 臨時職員 0.00 人 8,000以下

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 307

A

H28年度に改善した点

無 有

118 ①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校対抗駅伝競走大会参
加校数

③

①会場の広さから、安全に配慮し、思い切り楽し
める組数を定める。
②小学校３２校から、参加校数を定める。

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの結
果を受けて課題種目である投力向上を図ること
から、参加した親子の組数とする。②地域スポー
ツ関係団体と学校関係者・保護者・地域スポーツ
指導者が一堂に会することにより、互いの理解と
交流を深め、児童の体力の向上を図る機会を増
やすことを目的とし、参加校数とする。

市内全域に周知し、希望親子を無制限に
受け入れてきた。順番待ちが出たり、安全
への配慮が行き届かなくなる心配があるこ
とから、参加親子に制限を設け実施した。

②について、開催時期が積雪の時期やインフル
エンザが流行する時期と重なったため。今後は、
児童の健康管理が求められることから、大会へ
向けて今後も学校・家庭・地域が一体となって体
調管理に努める。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 245 88

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

0.16 人
非常勤
特別職

0人 ①100組　②32校 ①127組　②中止

1,386千円 臨時職員 0人 ①84組

②30校

③

H28年度目標 H28実績

会場変更により、参加組数に制限を設け、
関係団体との連絡・調整を密にする。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

①80組　②32校 ①84組　②30校

0.14 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,201 千円 臨時職員 0人 ①80組　②32校

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198

C

H28年度に改善した点

無 無

198 ①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③

教室の目標を達成できた参加児童数の割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人数×１
００）

体力向上を目的としていることから、小学生の中
で課題となる25m泳げた数や、逆上がりができた
数を指標とする。目標値としては、事業実施校が
毎年変わる中で、参加した児童数の半数以上で
ある６割が達成できるようになることを目標とした
い。

・技能のスモールステップを工夫して取り組
ませた。
・指導者、保護者から具体的矯正・・肯定の
言葉かけを多くした。
・教材教具の有効活用を行った。

参加人数の増加に対して、個人に応じた指導の
難しさの課題が残るものとなった。事業実施校、
参加者、指導者が毎年変わる中であっても、実
技指導の流れや個に応じた指導をより追求する
とともに、親子で参加型の教室については、この
教室をきっかけとし、保護者の意識を変え、日常
化につなげる必要がある。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

198 198

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体
力向上を図るため実態を調査分析するとともに、体
力向上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.18 人
非常勤
特別職

0人 60% 28%

1,559千円 臨時職員 0人 ①20人

②36人

③

H28年度目標 H28実績
・指導者間の指導事項の共通理解
・用具の数が限定されており、その分待ち
時間が多くなってしまうので、場所の確保を
検討する
・検定カードの見直し

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

60% 36%

0.18 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,544 千円 臨時職員 0人 60%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 380

A

H28年度に改善した点

無 無

380 ①運動クラブに入部している児
童数

②

③

運動クラブに入部している児童数（４年生以上）
運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブに
加入している児童数を指標とする。

体育実技講習会を開催し、若手教員の指
導力の向上を図った。

各学校の実情に応じ、異年齢集団のよさを生か
したクラブ活動の在り方を今後も追及する必要が
ある。教師の適切な指導の下、児童の自治的、
自発的な活動が展開されるようにする。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380 380

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童の
スポーツの振興と体力の向上するための事業を支
援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るため
の授業研究会の実施。
・児童の泳力向上のため、市内小学校を５つのブ
ロックに分けた「水泳記録会」の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロッ
クに分けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0人 4,300人 4,122人

1,126千円 臨時職員 0人 ①4,176人

②

③

H28年度目標 H28実績

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4,300人 4,176人

0.13 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0人 4,300人

教育
セン
ター

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

重要

教育相談事業

期間

S36年度～

実施計画ランク

重要

地域力活用運動
好きな子ども育成
事業

期間

平成21年度～

実施計画ランク

重要

児童生徒体力向
上推進委員会交
付金

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

小学校体育連盟
補助金

期間

昭和24年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

老朽化した給食室を改修したことに
より衛生管理が図れたため。

経費削減と学校給食の効率的な運
営及び充実を図れたため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、一
定の成果があがっていると考えて
いる。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

中学校における運動部活動の意義
は、学習意欲の向上や責任感、連
帯感の涵養等、体力向上にも大き
な役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,428

S

H28年度に改善した点

無 無

1,142 ①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、前年度の実績を1項目上回るように
目標を設置。

新体力テストにおける各校のデータで、課
題のある項目について確認することにし
た。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 1,416 1,081

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.12 人
非常勤
特別職

0人 31項目 33項目

1,039千円 臨時職員 0人 ①7,756人

②

③

H28年度目標 H28実績

分析結果の有効活用を図り、成果と課題を
明らかにした保健体育授業の推進。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

35項目 35項目

0.11 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

943 千円 臨時職員 0人 35項目

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900

A

H28年度に改善した点

無 無

900 ①部活動大会参加者数

②

③

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としている。

埼玉県中学校総合体育大会市内予選大会
では、地域力を活用し早稲田大学所沢キャ
ンパス織田幹雄記念陸上競技場を借用し、
実施した。

目標値には達成できなかったものの、およそ昨
年度並みの実績が確保できた。今後も各学校の
特色に応じた運動部活動の在り方を探っていく
必要がある。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱 900 900

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上
やスポーツ精神を養うために組織されている団体を
支援している。当該団体より事業計画を受理し、事
業計画に従い、教員の指導力の向上を図るための
授業研究会や、生徒のスポーツ精神の涵養や体力
向上を図るため、部活動の大会を運営している。

0.13 人
非常勤
特別職

0人 71% 69%

1,126千円 臨時職員 0人 ①5,559人

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

運動部活動の指導者育成
若手教員の育成
関係機関との連携

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

71% 69%

0.13 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0人 71%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

H28年度に改善した点

無 無

0 ①北小学校給食室床改修

②

③

単独調理校 老朽化した単独調理校
床を改修したことにより衛生管理を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校給食法 9,990 9,072

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校給食施設の老朽化対策と適切な衛生管理を図
るため、小学校に整備した単独調理場の改修を実施
する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 実施年度対象外 実施年度対象外

0千円 臨時職員 0.00 人 ①実施済

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

老朽化対策と衛生管理を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1 1

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 0.00 人 0

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 332,130

A

H28年度に改善した点

無 無

330,804 ①契約を実施
②指名業者を選定し、指名競争
入札により契約相手方を決定
③市作成の衛生関連の指示・献
立に基づき、市が購入した食品
を使用し、受託業者が調理、配
膳、洗浄等を行なう。

委託校数
既委託校について、調理業務委託を継続する。
引き続き安全・安心な給食を提供できるよう、安
全性の確保と給食の質を向上させて行く。

順次行っていた調理業務委託の複数年契
約への切り替えが完了した。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 332,331 331,838

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校給食の単独調理校の調理業務を民間委託する
ことにより、経費削減と学校給食の効率的な運営及
び充実を図る。

0.74 人
非常勤
特別職

0.00 人 12 12

6,408千円 臨時職員 0.05 人 ①実施済

②実施済

③実施済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 年間給食実施日や繁忙時間が一定の期間
や時間帯に集中していることからも、減員
等を踏まえて民間委託を含めた運営の合
理化を検討する必要がある。既委託校につ
いては、引き続き安全・安心な給食を提供
できるよう、安全性の確保と給食の質を向
上させて行く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12 12

0.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,032 千円 臨時職員 0.05 人 12

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

保健
給食
課

保健
給食
課

実施計画ランク

重要

中学生体力調査
事業

期間

平成24年度～

実施計画ランク

重要

中学校体育連盟
補助金

期間

昭和24年度～

実施計画ランク

優先

学校給食単独調
理場改修事業

期間

H28年度

実施計画ランク

重要

学校給食調理業
務委託事業

期間

H12年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

所沢市要保護準要保護認定要綱
で定めた認定者を対象に学校給食
費を補助しており、教育総務課・生
活福祉課、及び学校や給食セン
ターからの増減額・増減人数報告
等に基づき、予定の日程どおりに
支給事務を行い、対象世帯の援助
を図れたため。

特色ある学校づくりの配当予算を
有効に活用し、各校長は工夫し、ま
さしく特色のある学校経営を行って
いる。

目標がほぼ達成できている。電話
で顧問弁護士と相談できる体制
は、緊急時など迅速な対応と判断
が可能となる。また、学校関係の事
案に詳しい顧問弁護士に委託する
ことにより、教育的見地からの解決
方法の助言を得られることができ
る。これらのことから、事業の効果
が高いと考えられるため、今後も事
業を継続していく。

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造プラン推進事業を教職員に直
接周知する機会ともなっている。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 194,593

A

H28年度に改善した点

無 無

173,041
①5月1日現在給食支給対象人
数

②年度末における就学援助対
象給食支給人数

③

就学援助給食費支給割合
経済的理由によって就学困難と認められる児童
生徒の保護者に対しては、学校教育法第19条に
基づき、援助をする必要がある。

事務マニュアルの見直し及び作成する通
知文書等を変更し、事務の効率化・正確化
を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校教育法第19条、所沢市就学援助実施要綱 189,004 169,269

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

経済的理由により就学困難な児童生徒に対する給
食費の援助を行う。
　小学校児童一人当たり　月額　４，２１０円
　中学校生徒一人当たり　月額　４，９３０円
　（３年生の３月分：１，６００円または２，０００円）

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 15% 15%

6,322千円 臨時職員 0.00 人 ①24,668人

②3,676人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 経済的理由によって就学困難と認められる
児童生徒の保護者に対しては、学校教育
法第19条に基づき、援助をする必要があ
る。当事業はその援助にあたるものである
ため、社会情勢等を勘案しながら引き続き
進めて行く必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

15% 15%

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0.00 人 15%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,102

A

H28年度に改善した点

無 無

972 ①電話による面談

②事務所での面談

③

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。

昨年同様、管理職（校長・園長・教頭）を対
象に本事業の意義と必要性、活用方法等
に係る研修会を早期に開催し、周知を図っ
た。

早期の対応を行っているものの、解決までに一
定の期間を要することがあるためと考えられる。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,102 972

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助
言等により、学校における様々な問題を早期に解決
し、学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 75%

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①58件（３４時間３０分）

②１件（１時間３０分）

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

校・園長会等で、本事業についての周知を
行うとともに、解決までに期間を要している
事案について、事例を示しながら課題を共
有していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 93%

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

H28年度に改善した点

無 無

0
①訪問実施校数

②

③

学校訪問を校内研修の一環として位置づけてい
る学校の割合

指導訪問では、一人一授業を公開するため指標
とする。（しかし、校内研修テーマに、教科指導以
外を位置付けている学校もあるため、８５％で設
定）

学校訪問での専門的事項の助言・指導を
行うことによって、教育内容の一層の充実
を図るとともに、学び創造プラン学力向上
推進事業の進捗状況・成果などを把握し、
課題については、指導・助言を行った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 85%

24,248千円 臨時職員 0.00 人 ①２４校

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も専門的事項の指導・助言を行うとと
もに、新たに実施する学び創造アクティブ
プラン事業の推進を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85% 85%

2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

20,580 千円 臨時職員 0.00 人 85%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,975

A

H28年度に改善した点

無 無

11,970 ①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額

③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果の評価
点（10点満点）の平均点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある教
育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

昨年のヒアリングにおいて予算の計画的執
行及び本事業の地域への周知の面におい
て、課題が見られたのでこの点について改
善できるように学校への支援を行った。

評価観点の一つである「予算の計画的執行」「地
域への周知」は改善されたが、「人材の育成」に
課題が見られた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,961 11,956

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言
を行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。
・クラブ活動・部活動の適正な運営と中学校部活動
外部指導員を活用する。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 9.0 8.8

3,897千円 臨時職員 0.00 人 ①４７校・１園

②248,622円

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も、「予算の計画的執行」や「地域への
周知」を継続するとともに、「人材の育成」
の観点でも有効に活用するよう学校を支援
していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

9.0 8.8

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 0.00 人 9.0

保健
給食
課

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

重要

就学援助事業（学
校給食費）

期間

S５７年度～

実施計画ランク

重要

学校法律相談事
業

期間

～

実施計画ランク

重要

学校支援訪問事
業

期間

～

実施計画ランク

重要

特色ある学校づく
り支援事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　千葉　裕之

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　千葉　裕之

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

　初任者研修、初任者研修担当教
員研修会、ステップアップ研修、5年
経験者研修、10年経験者研修、20
年経験者研修等の研修を支援し
た。
　また、２年次教員研修、研修員研
修、授業実践研究員・教育相談研
究員・学校事務研究員の研究、専
門研究員の研究、主幹教諭研修
会、事務職員のためのマネジメント
研修会、指導者派遣事業等、更な
る資質向上を目指す事業を実施し
た。

成果指標のH28年度目標値を達成
しており、教育環境の改善を図るこ
とができたと考える。
今後も、学校施設の非構造部材の
耐震化（ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙの落下防止対
策等）について推進していく。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

頭上に吊り下がっている天井や照明、バス
ケットゴールの落下防止対策を優先して実
施し、その後は壁等に設置されているス
ピーカーや時計等の落下防止対策を実施
する予定である。

特になし

有

経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、そうした保護者を対
象に引き続いて援助を行っていくことは、義
務教育の円滑な実施に必要であると思わ
れる。

無

2,830 千円 65.62%

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

34.37%

0.33 人
非常勤
特別職

H29年度目標

- -

目標達成済34.37%

3,897千円 臨時職員 ①10校

②11校

H28年度目標

臨時職員

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,165

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

特になし 8,468

Ａ

H28年度に改善した点

震災発生時、多くの学校で天井材の落下など非構
造部材の被害が発生したことから、文部科学省は、
平成27年度末を目標に、学校施設の天井等落下防
止対策の完了を目指すこととした。当市では平成27
年度に屋内運動場等における吊り天井の落下防止
対策、平成28年度からはバスケットゴールの落下防
止対策を実施している。

0.45 人
非常勤
特別職

H28実績

3,691

3,691

12,165

8,468

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

H28年度目標

3,867

①吊上げ用ワイヤー切断時落
下防止装置の設置
②梁とゴールのやぐら接合部の
補強

小学校のバスケットゴール落下防止対策実施率
（①②両方が設置済となっている学校数÷全小
学校数）

小学校においては、既にバスケットゴール落下防
止装置設置済の学校と、設置されていない学校
があるため、全32校の設置を目指す。

H27年度目標

申請件数が減少したため。

指標名

臨時職員

非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

Ａ
H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させ
ることが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・
受付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.46 人
非常勤
特別職

3,991

1.26 人

12,644千円 臨時職員

H29年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500

B

H28年度に改善した点

無 無

492
①研修員人数（2年次教員研修）

②指導者派遣回数 指導者派遣回数 指導者派遣回数

　経験者研修では、初任者や5年次研修の
対象者増加に伴い、新たな施設体験先を
確保し、異業種体験の充実を図った。新任
転入管理職研修など、各々の校務分掌に
求められる資質能力の育成を図ったり、他
校との情報交換の機会を設けたりした。H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

教育公務員特例法 1,035 1,035

①　　　54人

②　　220回
H29年度目標

18,608 千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

　2年次教員研修や研修員研修、各研究部
の研究推進、各種研修会等、教員の経験
やニーズに応じた改善をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

250 220

2.17 人

250

250

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,062

若手教員が増える中、県主催の年次研修も充実
してきていること、また、教職員の負担軽減も踏
まえて、教育センター主催の研修会を精選し内
容の充実を図っている。

204

433千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

【目的】市内小中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：
指導主事が個別指導②研修員研修：転入教員に指
導主事が個別指導③校内研修の指導者派遣④研
究員・専門研究員：専門性を高める研究推進⑤各種
7つの研修会の実施

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

無 無

9,953 ①交付対象児童生徒数

②

③

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、補
助額を指標とする。

根拠法令名が「学習材料費の父母負担軽
減交付金交付要綱」であったものを、交付
の実情に合わせ「交付金」の部分を「補助
金」に改正した。

H27年度目標

H27決算額 指標名

9,914

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点事業の種別

一
般

H27予算現額 目標設定の考え方・根拠

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補
助金として交付する。各学校は必要な学習材料を購
入し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.09 人
非常勤
特別職

H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 10,008

9,952,800

父母負担の軽減という点において、
一定の成果があげられていると考
えている。

779千円 臨時職員

9,845,200

①２４，７８５人

②

③

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者
の負担軽減のために現状の単価を維持し
ていく。

9,952,800
Ａ

9,914,000 9,914,000

H27実績

3,771

①１１５，９４０，８６０円

②３１，４１２円

③

772 千円

0.09 人

臨時職員

H29年度目標

H28正規職員
人件費

10,805 千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 136,346

事業の目的及び具体的な内容

無

119,657
①支給金額

②一人当たりの支給額

③

支給対象人数
義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対象
人数を指標とする。

事業の種別

一
般

H27予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補
助金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

133,521

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

教育
セン
ター

教育
総務
課

教育
施設
課

教育
総務
課

実施計画ランク

重要

資質向上事業

期間

S46年度～

実施計画ランク

重要

父母負担軽減補
助金交付事業

期間

S４９年度～

実施計画ランク

重要

就学援助事業

期間

S57年度～

実施計画ランク

最優先

学校施設の非構
造部材耐震化事
業

期間

H27年度～

学校教育法１９条、要保護児童生 外国籍市民に制度を周知すべく、英語版に
よる案内を冊子にまとめた（市ホームペー
ジでも案内）。

H27決算額

115,941

H28年度に改善した点



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

成果指標の目標値を昨年、今年と
達成しており、一定の成果が挙げら
れていると考えている。
学校内外での事故や事件を未然に
防止すると共に、地域の交通安全
の推進・防犯体制の強化を図り、よ
り一層の向上につながるよう努め
ていきたい。

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きたと考える。

成果指標の目標値を達成してお
り、児童生徒の安全確保を第一に
教育環境の改善を図ることができ
たと考える。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進めてい
きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年々学校施設の老朽化が進む状況にある
が、緊急性、優先度、全体的なバランス等
を総合的に勘案しながら、効率的な修繕、
改修に努めていく。

緊急性が低い修繕をまとめて発注し経費
削減を図った。

成果指標のH28年度目標値を達成
しており、洋式便器化、バリアフ
リー対策、臭気対策等について、教
育環境の改善を図ることができたと
考える。
今後も、学校トイレ改修事業計画を
予定の通りに進めていく。

0.00 人 100人

H28実績
非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深めるようにする。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

72人

1.40 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

100人 75人

目標達成済100人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

11,258千円 臨時職員 0.00 人 ①　553

②　36

③

H28年度目標

「安全・安心な学校と地域づくり推進本部会
議」において、各機関が必ず発言する場を
設け、各機関からの情報を共有するように
した

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条
例、安全安心対策推進員設置要綱

5,603 4,993

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 B

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,603 5,006

指標名 目標設定の考え方・根拠

①学校訪問、地域に出向いての
支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒数

　事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行為
により指導を受けた児童生徒数を指標とする。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の
交通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安
心な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.30 人
非常勤
特別職

3.00 人

12,005 千円 臨時職員

0.83 人
非常勤
特別職

H29年度目標

7,117 千円 臨時職員 50.00%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,495千円 臨時職員 ①１件

②１件

③

H28年度目標 H28実績

補助金を活用し、教育環境の改善を図るた
めの改修に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

航空機騒音の著しい第一種区域に所在する狭山ケ
丘中学校・北中小学校の防音校舎に防衛省の補助
金を活用した復温除湿工事を実施し、騒音を防止・
軽減することで、教育環境の改善を図る。

0.75 人
非常勤
特別職

- -

目標達成済25.00% 25.00%

空調設備を改修したことで、騒音を防止･軽
減することができ、教育環境が向上した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 140,645 140,422

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 Ａ

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,900 3,834

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①設計件数

②工事件数

③

第1種区域内の防音校舎への空調設備改修実
施率

2校（狭山ケ丘中学校･北中小学校）の改修工事
の進捗を率で表わす。
平成28年度は狭山ケ丘中学校の2ヶ年工事の1
年目が計画どおり完了した。

H27年度目標 H27実績

H29年度目標

36,615 千円 臨時職員 9

目標達成済8 8

42,434千円 臨時職員 ①７６４件

②３件

③８件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実、さらに
学習指導要領等の改訂への対応のために行うもの
であり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上修繕を
行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場調査をし修
繕を行う。
２　長寿命化を目的とした大規模な修繕は、公共建
築物修繕計画に合わせて行う。

4.90 人
非常勤
特別職

7 7

H28その他職員
従事割合

4.27 人
非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 176,791 175,965

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 Ａ

H28年度に改善した点

無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

③短期修繕計画に基づく改修工
事実施件数

短期修繕計画実施件数
短期修繕計画に基づく実施件数／計画件数

有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 186,224 185,835

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27年度目標 H27実績

現状の児童生徒数から試算すると、便器数
が減少傾向となるが、学校と十分協議し適
正な便器数を試算する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.44 人
非常勤
特別職

H29年度目標

H28目標値が未達成の理由・分析

3,773 千円 臨時職員

目標達成済31.30% 32.26%

長寿命化を目的とした大規模な修繕は、所沢市
公共建築物修繕計画の短期修繕計画にて計画
していることから、その計画・実績件数を指標と
し、緊急性や予算等を考慮した目標設定とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,629千円 臨時職員 ①4校

②7校

H28年度目標 H28実績

Ａ

H28年度に改善した点

市内小中学校における大便器の洋式化率

学校のトイレは老朽化しており、トイレに行くことを我
慢してしまう児童もいることから、和式便器を洋式便
器に変更し、バリアフリー対策や臭気対策を行うこと
で、快適な教育環境を確保する。また老朽化した給
排水管等の改修を行うため、校舎の1階から最上階
まで縦に配列した1系統のトイレを対象に改修する。

0.65 人
非常勤
特別職

28.10% 28.52%

34.50%

一
般

設計施工監理を行う営繕課や学校との連
絡調整を密に行った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 482,333 480,144

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 412,971 412,971

事業の種別 目標設定の考え方・根拠

①設計実施件数

②改修工事実施件数

大便器の洋式化を図っていることから、
洋式大便器数／全大便器数
にて洋式化率を算定する。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H27予算現額 H27決算額 指標名

教育
施設
課

教育
施設
課

教育
施設
課

学校
教育
課

実施計画ランク

最優先

学校トイレ改修事
業

期間

H26年度～H33年
度

実施計画ランク

重要

学校施設修繕・改
修事業

期間

S30年度～

実施計画ランク

最優先

防音校舎改修事
業

期間

H27年度～

実施計画ランク

優先

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

外部指導員により、部活動の技術
向上や活発な活動につながってい
る。

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
生徒の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることであるこ
とから、市の予定するスケジュール
どおりに進行することはむずかし
い。

0.16 人
非常勤
特別職

H29年度目標

1,372 千円 臨時職員 推進

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

346千円 臨時職員

①関係各所と設置の諸条件など
に関する事前相談を行うととも
に、学校法人とも、情報共有や
意見交換などを行った。

H28年度目標 H28実績

誘致に向けた調整等を推進する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を
誘致する。

0.04 人
非常勤
特別職

推進 推進

推進 推進

学校法人と庁内関係部署との情報共有の
場を設定した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 B

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①私立学校・県学事課・市開発
指導課・市農業振興課と調整
し、誘致に向けた問題解決を図
る。

誘致に向けた調整等の推進

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定
されることから、関係各所との情報共有と充分な
調整を行い、できるだけ早期の開校に向け、事
業の円滑な進捗に努める。

H27年度目標 H27実績

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,715 千円 臨時職員 0.00 人 10部

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①74人

②15校

③2,855回

H28年度目標 H28実績

学校によって配置状況に違いがあるため、
学校への適切な配置の呼びかけ等をさら
に進めていく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦によ
り教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝
金を支払う。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 10部 5部

部活動が活発になっているが、強豪校の存在や
生徒の伸び具合などから、目標までには及ばな
かった。

10部 3部

活用人数、活用数ともに前年より増え、より
学校の意向を反映した配置となった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 3,000 2,855

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 C

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000 2,850

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

全国大会・関東大会出場部活動数

外部指導員により、部活動の技術向上や活発な
活動につながり、目に見える成果の確認のため
全国大会・関東大会出場部活動数を指標とす
る。

H27年度目標 H27実績

0.00 人 H29年度目標

8,061 千円 臨時職員 53.00 人 60%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,928千円 臨時職員 53.00 人 ①10校

②75,873人

③186日

H28年度目標 H28実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすすめ
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図るこ
とを目的としている。
・学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針
に基づいて放課後支援員やボランティアが実施す
る。

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 51%

60% 51%

0.94 人
非常勤
特別職

H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱 49,317 45,103

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,318 43,259 放課後支援員の資質向上研修において、
新たに「アレルギー対応研修」を計画した。
天候不良により実施に至らなかったため、
平成２９年度に再度計画する。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修
会に青少年課所管の「中富ほうかご広場」
も加わり取り組むことができた。

目標設定の考え方・根拠

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

H27年度目標
B

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童は、高学年になると、学習塾やお稽古に通う
ようになり、放課後の活動の時間が確保できない
ことが多くなる。そのため、高学年の児童の登録
割合が減少している状況が各校で見られるた
め。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令
①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率

学校
教育
課

学校
教育
課

経営
企画
課

実施計画ランク

重要

放課後支援事業

期間

～

実施計画ランク

重要

地域人材活用事
業

H25年度～

期間

～

実施計画ランク

－

私立学校誘致推
進事務

期間


